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Ⅰ　はじめにⅠ　はじめに

　昨年度末に発生した（とされる）新型コロナウイル
スは、本稿執筆時点（2020年８月上旬）においても世
界中で猛威を振るっている。世界的な流行から半年ほ
ど経っても、このウイルスによる感染症（以下、
COVID-19と呼ぶ）をどのように治療できるかはもち
ろん、それがいかなるものであるかも、まだ完全には
明らかになっていない。このウイルスの発生や流行を
めぐるきわめて不確実な状況は、大きくは「人新世」
的な、人類全体の問題と位置付けることができるかも
しれない［Latour 2020］。しかし他方で、それは全世
界を一様に覆っているというより、流行地域が時間と
ともに推移し、また被害の発生や対応の仕方も国や地
域によって異なるという多様性を示している。この点
の解明が、文化／社会人類学（以下、単に人類学と呼
ぶ）を含めた人文社会科学の研究者による関与が期待
されることの１つだろう。
　すでに人類学者たちはCOVID-19について様々な取
り組みを行い、迅速にその成果を公表してきた。これ
は「スローワーク」を自認してきた従来の人類学から
は驚くべきことに見えるが、実は今に始まったことで
はない。ハリケーン・カトリーナ（2005年）後のアメ
リカ人類学会の動きや、アラブの春（2011年）や
Brexit（2016年）への即座の反応など、おそらく発表
媒体としてウェブを積極的に利用する動きの高まりと

ともに、人類学の発信のスピードも上がっている［木
村 2018］。今回の事態では、研究雑誌の特集、学会
レベルや大学レベルでのウェビナーや動画、オンライ
ン記事やブログ・SNSでの発信など、もはやその全て
を追うことは不可能といえるほど量産されている。今
後の課題は、事態の詳細な記録やそれに基づく議論や
知見の発信を続けながら、そうした記録や知見、議論
を相互に関係づけ、意味ある知見を生み出し、さらに
それを実践につなげていくことだといえよう。
　本稿で紹介するのは、筆者らによる、国内の医療者
についての、事態の記録から知見の提示につなげよう
とする動きの１つである。紙幅が限られているため、
本節でその経緯、Ⅱ節で調査デザイン、Ⅲ節で進捗状
況、Ⅳ節で今後の見通しについて簡潔に述べる。
　COVID-19の流行以前から、国内においては人類学
者と医療者、とりわけプライマリ・ケア医（家庭医・
総合診療医１））との間で継続的な連携の動きがあっ
た２）［木村・春田・照山・後藤 2020］。これを背景に、
日本での感染拡大が明らかになりつつあった３月下旬、
筆者（木村）は医療者についての調査を提案した。念
頭にあったのは「災害エスノグラフィー」［林・重川・
田中 2009］である。これは災害発生時の不確実な状
況に対し、どのような意思決定や具体的な対応をした
のかについて現場の担当者に事後的に聞き取りを行い、
テキスト化したもので、災害を経験したことのない人
が災害時に起きうることへの想像力を高め、実際の災
害時への対応力を高めるのに役立つツールとして利用
されている。災害時同様、今回の事態では、治療法の
みならず感染対策すら十分明らかでなく、不確実性の
高い状況であり、様々な現場での意思決定や対応は試
行錯誤的、状況依存的な側面を含まざるを得ない。そ
のため、現場で何が行われ、うまくいったりいかな
かったりしたのかを具体的に記録しておくことは、今
後のCOVID-19や新たな感染症の流行への対応に役立
つ可能性がある、と考えたのである。この提案に理解
を示した医療者や文化人類学者によってチームが組織
され、３月末から調査が開始された。

Ⅱ　調査デザインⅡ　調査デザイン

　調査チームは、５人の人類学者と、５人の医療者
（４人のプライマリ・ケア医と１人の理学療法士）に
よって構成されている。これまでの活動経験をもとに
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集まったため、全員に対しまったく初対面というメン
バーはいない。
　このメンバーでまず行ったのは、研究計画書の作成
と、日本プライマリ・ケア連合学会の倫理審査申請で
ある。筆者らはこれまでの国内での調査経験から、し
ばしば当事者が外部者（人類学者を含む）による調査
に対して懸念を抱き、調査を拒否することがあること
を知っていた。これを避けるため、今回は「医療者が
同僚である医療者を調査する、それに調査の専門家と
しての文化人類学者も関わる」という形で進めた。医
療者メンバーは春田を中心に積極的に取り組み、また
約１週間で同学会の専門医部会／災害医療システム委
員会／倫理委員会とコミュニケーションをとり、並行
して研究計画書を作成した。その後、研究実施申請書
等の書類を提出してから１週間ほどで審査をパスした。
さらに同学会災害医療システム委員会に予算申請を臨
時に行い、研究に関わる費用を得られることとなった。
　以下、この計画書に基づいて研究内容を概観する。
本研究は「プライマリ・ケアの現場で医療従事者は、
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対してどの
ような経験をしたのか？」という説明的な研究課題名
を持つ。研究対象者は「研究対象施設となる病院また
は診療所に勤務する医師・看護師・薬剤師・理学療法
士などを含んだ医療者」とした。主な対象者になるの
は医師（プライマリ・ケア医）だが、対象施設の地域
性や、対象者となる医師の世代やジェンダーなどのバ
ランスに配慮しながら、調査チームの総合診療医が中
心となって候補者を挙げ、実際に交渉していった。
　調査方法は、オンラインでの継続的なインタビュー
とした３）。その最大の理由は、現在の感染状況におい
てフィールドワークが困難で、今後いつ実施できるか
の見通しが不明瞭であることである。もちろん通常の
フィールドワークと比較した際に得られる「データ」
の制約は少なくない。だが実際にやってみると、遠く
離れた地域にいて、かつ日々の仕事で多忙をきわめる
対象者との調査日程の調整が比較的容易になるという
利点もあった（これまでインタビューの多くは平日の
夜９時半から11時という時間帯で行われ、対象者も
調査者も自宅や当直中の病院等から参加している）。
　また調査においては、インタビュアーとして必ず医
療者と人類学者の双方が同席し、原則医療者が主な聞
き手となり、適宜人類学者が補足質問する、という形
をとった。医療者が聞き手になるのは、これまでの共
同研究の経験を通じて、医療者メンバーがすでにイン
タビューに習熟していること、またインタビュイーも
既知の同業者とのやり取りの方が比較的気兼ねなく話
をしてくれるだろうと考えたことが理由であり、実際

にそのように進んでいる。またインタビュー中、調査
側はメモを取るだけでなく、対象者の許可を取ったう
えで録画し、音声データを文字起こししている。そし
てこれらのインタビューデータは計画書や対象者への
説明書に反しない形で管理している。
　インタビューは、第１回目は１人ずつに対して行い、
第２回目以降は10人の対象者を５つのペアに分けて
行っている。毎回の時間は１～２時間程度、間隔はお
よそ１か月～２か月程度である。初回は研究対象者へ
の説明書の内容を説明し、同意書・同意撤回書を渡し
たうえで聞き取りを開始する。そこでは調査チーム

（医療者側を中心に）で用意した、COVID-19の流行に
関わる時系列記録（武漢市のロックダウン、ダイヤモ
ンドプリンセス号YouTube事件、志村けんの死去など、
対象者がその時の状況を思い出す手掛かりとなりそう
な出来事を時系列に示したもの）を送り、それを見な
がら、自身や周囲の反応の変化や対応について振り
返ってもらった。第２回目以降は、前回のインタ
ビュー以降の状況の変化について話してもらっている。
　また調査チームはオンラインのチームコミュニケー
ションツール４）を利用し、インタビュー日程の調整や
インタビューメモの共有、アウトプットの仕方につい
ての情報のやり取り、知見や分析に関するアイデアの
交換など、様々なやり取りを日常的に行っている。そ
れに加え、月１回程度のオンラインミーティングを行
い、グループごとの調査の振り返りや、今後の調査や
成果公開の方針の確認を行っている。こうしたやりと
りのなかで、調査チーム内での分野間の慣行の異同の
発見やすり合わせ、人類学者間での方法の細かな違い
や工夫の共有などが行われ、研究課題を進めること以
上に学ぶことの多い機会となっている。

Ⅲ　進捗状況Ⅲ　進捗状況

　本稿執筆時点までで、10人の対象者を選定し、調
査を行ってきた（それ以外に、調査チーム内の医療者
に対する聞き取りも行っている）。10人の内訳として
は、男性８人／女性２人、北海道１人／関東４人／中
部２人／関西１人／中国１人／九州１人、病院４人／
医院６人となっている。第１回目のインタビューは、
徐々に対象者を増すのと並行して進めたため、３月末
～５月中旬とややばらつきがある。第２回目は、第１
回目からの間隔に応じて、４月末から開始した。そこ
では上述の通り、10人の対象者を２人ずつのグルー
プに分け、そのグループごとに調査チームも担当者

（医療者２人と人類学者２人の計４人）を決め、日程
調整をしながらインタビューを行っている。回数とし
ては特定の対象者に対しこれまで最多で４回のインタ
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ビューを行っている。
　その後、全国のCOVID-19の感染状況の多様性が明
らかになるなかで、調査対象者数の増加も検討したが、
調査チームのキャパシティを超えてしまう懸念もあり、
持続可能性を重視して10人より増やしていない。調
査チーム側の依頼のしやすさから、どうしても対象者
が近い世代（30‒40代）となってしまっている点で、偏
りがあることは否めない。
　インタビューで得られた内容については、稿を改め
て論じる予定である［飯田ほか 近刊］。そのためここ
では深入りしないが、調査を通じて気づいた点につい
て、少しだけ挙げておきたい。
　ひとつは、事態が長期にわたって進行しているため
に、対象となる医療者の側の記憶が曖昧になる部分が
あることである。例えば個別のケースについては鮮明
でも、施設として現在のような対応の体制にしたのは
いつか、はうまく答えられない場合がある。おそらく
日々の仕事をする（途切れることなくやってくる患者
に順に対応する）うえで、組織的な変化を客観的な日
付と対応付けて記憶することは、当事者にとって必ず
しも必要なことではない。そのため、調査のうえでは、
事後的というより進行中の状況について継続的なイン
タビューによって変化のプロセスを捕捉することが重
要な意味を持つ。またインタビューに際しては、上述
の時系列メモのような補助ツールを使うことも有益だ
と考えられる。
　次に、調査のなかでしだいに、各地の医療者の対応
にある程度のパターンが見出せつつあるが、そのパ
ターンには、医療者が判断の材料とする情報の共通性
が関わっているようだということである。例えば今回
の調査対象者は、特に初期の情報収集において、通常
の論文や厚生労働省等からの情報だけでなく、信頼で
きる（と見なした）同業者によるSNS（特にFacebook）
での発信を重視し、それを通じてCOVID-19や対応の
イメージをつかもうとしていた。SNSで密なネット
ワークを形成し、それを通じて共有される情報を重視
するという医療者像は、当事者には自然なものかもし
れないが、人類学者には興味深く映るだろう。
　なお、これまでの対応のパターンは、大まかには、
しだいに緊張感が高まり、情報収集につとめる時期
（２～３月）、通常とは異なる形で対応体制を整え、高
いストレスを感じつつ実際に対応する時期（４～５
月）、対応についてある程度の自信ができた時期（６
月）、そうした自信をもとに再度増加しつつある感染
に対応する時期（７月）、というように展開している。
こうしたフェーズの存在は調査せずにも予想できるこ
とかもしれない。しかし重要なのは、各フェーズにお

いてそれぞれの医療者が具体的にどのような問題に直
面し、どのような経緯で、どういう解を出したのか、
という点であり、そこには患者やその家族とのコミュ
ニケーションから、発熱（ないし陽性の可能性のあ
る）患者の分離、医師以外のスタッフへの配慮、グ
レーゾーンの患者への対応、保健所や近隣の医療機関
や医師会との関係、病院経営に関わる判断、さらには

「プライマリ・ケア医はどうあるべきか」への悩みまで、
多くのことが含まれている。そこでは人類学の蓄積

［福島 2010など］に基づく分析が意味を持つだろう。
　それ以外に、時期による「地域」の捉え方（「中心」
と自身のいる場所との関係）の違いも興味深い。
COVID-19の国内での感染が現れ始めた際（２～３月
ごろ）、感染は海外から持ち込まれているとイメージ
されており、医療者たちは空港や国際的な観光地との
距離によって、自身の医療機関がある地域を見きわめ、
それに応じた対応をとっていた。しかし、緊急事態宣
言後の感染再増加時期（７月ごろ）においては、多数
の感染者が早い段階から報告された東京や大阪（ある
いは最も近い大都市）との距離に応じて判断し、対応
をとる傾向があった。いずれの時期も、感染が「遠く
から徐々に近づいてくるもの」とイメージされ、それ
ぞれの仕方で距離感を測りつつ、対応を変えていた。
　以上、限られた点についてのみ述べた。事態が続く
なかで、これらもまた異なる様相を呈する可能性があ
る。今後も注意深く調査を進めていきたい。

Ⅳ　今後Ⅳ　今後

　残念ながら本稿執筆時点でCOVID-19の流行がいつ、
どのように終息するかはまったく見えておらず、この
研究が最終的にどのような形になるのか、筆者らもま
だ確固としたアイデアを持っていない。そのため筆者
らは、時に息切れしそうになりつつも、あえてゴール
地点を明確にせず、調査のいわば途中経過的な知見を
順次公表していくことを考えている。その際の方針を
あえて数え上げれば、（１）調査メンバーはこの調査
で得られたデータを共有物として扱い、自身がインタ
ビューしたものを他のメンバーが利用するのを認める
こと。（２）また成果については可能な範囲でメン
バー間での議論を反映し、共著の形で出していくこと。

（３）そして調査結果を可能な限り調査対象に還元し
ていくこと、だといえる。
　このうち（１）と（２）は、これまでにも例はある
が、それでも従来の人類学の慣行からはみ出す、実験
的な試みである。Ⅱの末尾でもふれたように、この研
究自体が、オンラインでどのような調査が可能か、書
き起こしを主としたデータをどう分析するかを含め、
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新たな方法への挑戦だといえる。その意味で、筆者ら
にとっては、本研究を通じて人類学の方法を拡張して
いくことも、ひとつの目的である［cf. 木村 2018］。
　また（３）については、対象者からも、インタ
ビューを受けることのメリットが語られることがある
（インタビューを受けることが振り返りの機会になっ
ている、グループでのインタビューによって、他の医
療機関の対応の仕方を知ることができる、等）。はじ
めに述べた通り、試行錯誤を迫られることが多く、感
染の進み方に地域差がある状況においては、他地域で
の仕組みや他の医療機関の取り組みが参考になること
が少なからずある。本研究が情報共有の仲立ちとなる
ことは、人類学の公共的な意義を高めることにつなが
りうるだろう。
　以上、筆者らの研究に関してごく概略を報告した。
最後に付け加えておきたいのは、こうした研究は必ず
しも医療者のみが対象となるのではない、ということ
である。何が起きているかを記録しておくべき「エッ
センシャル」な活動はきわめて多い［eg. 藤井 2020］。
その意味で、現在の状況下で、人類学的なアプローチ
が意義を発揮しうる場所は無数にある。
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注
１）英米のgeneral practitioner（GP）やfamily physician
をもとに、1970年代後半頃から日本に導入され始
めた「特定の臓器や疾患に特化することなく、患者
の心理社会的な背景も考慮しつつ、総合的・全人的
な視点で健康上の問題の解決を図る領域」［飯田 
2013：525］。

２）『コンタクト・ゾーン＝Contact zone』11巻の特集
「医学教育と人類学の協働のかたち」も参照。

３）これまではオンライン会議サービスのZoomを利
用している。準備の手軽さ、複数人数での対話のし
やすさ、録画などの記録の容易さなどが理由である。

４）具体的にはSlackとDropboxを利用している。使い
慣れたメンバーがいたのが導入の理由である。問題
がなくはないが、複数のタスクを同時進行させるう
えで効率的である。
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